
 

東北運輸局二次評価結果（地域間幹線系統） 

 

自治体・協議会名 宮城県地域公共交通活性化協議会 

 

二次評価結果 

全体への評価 

・事業者及び沿線市町村と連携・協議のうえ以下の取組を実施し、地域の生活交通を守る路線

バスの運行の維持・確保に向けた事業を実施していることを評価いたします。 

①  沿線高校の新入生へ時刻表の配布 

②  乗降データの分析 

③  市町村の施策（通学や免許返納者等への移動支援等）との連携 

④  沿線イベント時のバス利用の呼びかけ 

⑤  観光施策（企画乗車券等）との連携 等 

今後とも地域住民のバスの利用促進の取組を進めていただきますようお願いいたします。 

 

・引き続き路線ごとに利用者の増加、減少などの原因分析を行っていただき、具体的な利用促

進の施策の検討をお願いいたします。特に、ＩＣカードの利用拡大を図りつつ、ＩＣカードデ

ータが活用可能な路線については、データを活かした詳細な分析を実施するなど、今後の改善

点に生かしていただくことを期待いたします。 

 

・観光利用の促進に係る利用者確保の取組みについても、インバウンド需要や沿線の観光資源

を活用した企画乗車券等を検討するなど、積極的な対応について関係者との連携を図っていた

だき、引き続き関係者との協議・検討を継続願います。 

 

個別系統に対するコメント 

 以下の路線については、今後も現況の確認等により、利用者の減少の原因を把握していただ

き、利用が見込まれる方々を対象とした具体的な利用促進の施策の検討、病院やスーパーなど

生活に必要不可欠な施設へのアクセスに係る路線再編による利用者利便の向上など、引き続き

関係者と連携した取組を継続願います。 

 

・川崎線（大河原駅前～村田営業所） 

・石巻専修大学線（石巻駅前～飯野川） 

・御崎線（気仙沼市立病院～御崎） 
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宮城県地域公共交通活性化協議会 平成23年４月１日事業開始

生活交通確保維持改善計画

目的・必要性

定量的な目標・効果

事業実施主体及び補助対象系統数・車両数

基礎データ

【系統数】
・（株）ミヤコーバス 16系統
・宮城交通（株）  1系統
【車両減価償却費車両数】
・（株）ミヤコーバス 26台（6台）
・宮城交通（株）   3台（0台） 
※車両減価償却費車両数の（ ）は、当該年度に購入した車両数（内数）

合併状況： 14市20町１村 ※うち10市町は、平成15年度から21年度にかけ45市町が
合併し、誕生

人 口： 221.4万人（令和７年３月３１日現在）
面 積： 7,282.30㎢ （令和７年７月１日現在）
高齢化率： 29.7%（令和７年）
協議会開催数：協議会3回、分科会74回（令和６年度）

【目標】
・県内の地域間幹線系統について、国庫補助金を活用することにより、継続的な路線の維
持確保と、広域的な交通ネットワークの形成を図る。
・人口減少や新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化等により、対象となる系統で
は利用者の減少の回復に時間を要しているが、継続的な路線の維持確保を図るため、各
系統の年間輸送人員及び運送収入について、前年度比１％以上増加させることを目標と
する。

【効果】

地域間幹線系統を維持することにより、地域の高校生や高齢者といったマイカーを利用
できない住民の生活にとって必要不可欠な交通手段が確保される。

また、結節する鉄道との連携等により、地域内外の交流人口の増加や地域活性化が期
待される。

幹線バス系統（以下「対象系統」という。）は、地域の交通結節点である鉄道駅を発着し、
沿線には大学や複数の高校等の教育施設、地域の中核的な医療機関、大型商業施設等
があることから、鉄道を利用する学生や、通院する高齢者等の足として定着しており、社
会生活を送るためには交通手段の維持・確保が極めて重要である。
しかしながら、県内では、人口減少の進行や少子高齢化等により、利用者数の減少が
続き、運行事業者が単独で路線を維持することは困難な状況にあることから、国庫補助金
を活用することにより、結節する鉄道との連携等で利便性の向上を図りながら、運行の維
持・確保を図ることを目的として、事業を行うものである。

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・事業者、沿線市町村と連携した取組が行われていることは評価。引き続き利用促進に関す
る取組を進めること。
・引き続き路線ごとに利用者の増加、減少原因を分析すること。特にＩＣカードデータが活用
可能な路線については、データを活かした分析を検討すること。
・観光利用の促進に係る利用者確保の取組についても、協議・検討を継続すること。

【事業評価結果の反映状況】
・事業者、沿線市町村と連携し、高校生への時刻表の配布や公共交通利用促進デーなどの
モビリティマネジメント（ＭＭ）を実施した。
・通学や免許返納者等の移動を支援するための助成制度の実施などの利用促進に関する
取組を実施した。
・ICカードデータが活用可能な路線を対象としたデータ分析を実施した。
・企画乗車券の実施等の観光利用の促進に資する取組を実施した。

前回の事業評価結果及びその反映状況

評価項目

事業名：令和７年度地域間幹線系統



宮城県地域公共交通活性化協議会 平成23年４月１日事業開始

評価項目

事業の今後の改善点

目標・効果の達成状況

改善のための事業実施の概要、実施状況

【事業実施の適切性】
全ての系統において、計画どおり実施された。

【改善のための事業実施の概要】
①沿線高校の新入生に時刻表を配布
②乗降データの分析
③市町村の施策（通学や免許返納者等への移動支援等）との連携
④沿線イベント時のバス利用の呼びかけ
⑤観光施策（企画乗車券等）との連携

【目標・効果達成状況】
Ａ評価：７系統 Ｂ評価：７系統 Ｃ評価：３系統

・生活利用者を取り込むためのダイヤ調整、MM及び割引制度等を計画通り実施したことや
観光宿泊者数の増加等を背景として、利用者の維持・増加に繋がった路線もある一方で、主
な利用者層である高校生・大学生の減少や事業実施期間中の運賃値上げなどの複合的な
要因により利用者が減少した路線も確認された。
・引き続き、ＩＣカードデータ等を活用した分析を進め、課題を踏まえた路線の最適化や利用
促進策の実施により、住民の足の確保を図る。

【改善のための事業の実施状況等】
①沿線高校と打合せを行い、時刻表の配布を行った。
②ICカードデータが活用可能な路線を対象にデータ分析を実施し、沿線市町村と共有した。
③一部の沿線市町村で高校生を対象とした通学定期等への補助や運転免許自主返納者も含めた
高齢者に対する運賃割引、補助を実施した。
④宮城オルレの交通手段としてバスをHP等でPRしたほか、沿線市町村でのイベント開催時にチラ
シ等でバス利用の呼びかけを行った。
⑤インバウンド対策である企画乗車券「TOHOKU HIGHWAY BUS TICKET」や仙台MaaSでの
「休日一日乗車券」の販売を継続した。

・全ての系統において、市町村施策との連携や通学、通院等に合わせたダイヤ調整により利便性を向上させるとともに、バス利用の周知を図り、利用者の増加を目指す。また、ICカードデータの利
用が可能な系統については、分析を実施し、利便性向上のための取組の立案に活用する。

・インバウンド対策や、沿線の観光資源を活用した企画乗車券等を検討し、観光利用の誘客による更なる利用者の増加を目指す。

事業名：令和７年度地域間幹線系統

【目標（指標）及び評価基準】

１．運行回数が計画通りであったか
２．前年度の年間輸送人員を維持しているか により評価

※評価の判定基準
・A ⇒ 年間輸送人員の前年度比について、101%以上
・B ⇒ 年間輸送人員の前年度比について、80%以上101%未満
・C ⇒ 年間輸送人員の前年度比について、80%未満



別添１

令和　８年　１月３０日

協議会名：

評価対象事業名：

①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

No.1　白石遠刈田線
（白石蔵王駅～メルキュー
ル宮城蔵王）

No.2　川崎線
（大河原駅前～川崎）

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMMについて計画どおり実
施し、利用者数の維持・増加
に一定程度の効果があった
と考えられるが、主な利用層
である沿線高校の生徒数が
減少（R6:227人、R7:192人）し
たことなどから輸送人員は減
少した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比83.2％
運送収入：前年比104.5％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・乗降データの分析を継続実
施する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

宮城県地域公共交通活性化協議会

地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
（追加）企画乗車券の販売継
続
（追加）一部便での交通系IC
決済の導入

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
・インバウンド向け企画の継続実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・MMによる利用促進を実施した。
・インバウンド向け企画乗車券の販売を継
続した。
・インバウンド向けに一部の便で交通系IC
カードに対応し、利便性の向上と乗降時
間の短縮を図った。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMMについて計画どおり実
施した。また、「蔵王」への観
光の足にも利用される路線
であることから、インバウンド
向け企画乗車券などの利用
促進策も実施し、利用者数
の維持・増加に一定程度の
効果があったと考えられる
が、運賃値上げ等の複合的
な要因により輸送量は減少
した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比98.4％
運送収入：前年比113.0％

※白石遠刈田線については
IC未導入路線であることか
ら、サンプル調査で輸送人員
等を算出しており、調査日の
天候等により年間の数値に
大きな差が生じ得ることに注
意すること。

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・インバウンド向け企画乗車
券（TOHOKU HIGHWAY BUS
TICKET）を継続実施する。

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
②利用状況の分析

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・MMによるによる利用促進を実施した。



別添１

①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.3　川崎線
（大河原駅前～村田営業
所）

No.4　利府線
（塩釜営業所～しらかし台）

No.5　ゴルフ場線
（マリンゲート塩釜～千賀
の台西）

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比91.4％
運送収入：前年比113.3％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・乗降データの分析を継続実
施する。
・割引制度等の利用促進策
を継続実施する。
・利府町版mobiを運行する町
との情報連携を引き続き実
施し、適切な機能分担により
双方の利用者の増加を図
る。

（株）ミヤコーバス

①JR、住民バス等とのダイ
ヤ調整、広報
②沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
③運転免許自主返納に対す
る割引の検討
（追加）高校新入生に対する
バス通学の周知

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・ダイヤの改善及びMMによる利用促進を
実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のダイヤ調整、MM及び割引
制度について計画どおり実
施し、利用者数の維持・増加
に一定程度の効果があった
と考えられるが、運賃値上げ
等の複合的な要因により輸
送量は減少した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比97.5％
運送収入：前年比110.5％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・割引制度等の利用促進策
を継続実施する。

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
②利用状況の分析
③運転免許自主返納に対す
る割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・ＭＭによる利用促進を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
数の維持・増加に一定程度
の効果があったと考えられる
が、運賃値上げ等の複合的
な要因により輸送量は減少
した。

B

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
②利用状況の分析

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・MMによるによる利用促進を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMMについて計画どおり実
施し、利用者数の維持・増加
に一定程度の効果があった
と考えられるが、主な利用層
である沿線高校の生徒数が
減少（R6:227人、R7:192人）し
たことなどから輸送人員は大
幅に減少した。

C

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比79.2％
運送収入：前年比116.2％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・乗降データの分析を継続実
施する。
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①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.6　汐見台団地線
（多賀城駅前～菖蒲田）

No.7　吉岡線
（泉中央駅～道下）

No.8　色麻線
（古川駅前～色麻町役場）

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比101.3％
運送収入：前年比123.9％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・「せんだいバスFREE＋」を
含む各種割引制度等の利用
促進策を継続実施する。

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
②沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
③運転免許自主返納者に対
する割引の検討
（追加）通学フリーパスの実
施

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・主な利用層である高校生の減少等を背
景に目標を達成できなかった。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
・利用状況の分析を行う。
・通期助成の実施など新たな利用促進策
の検討する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・ＭＭによる利用促進を実施した。
・令和7年4月から加美町で「通学定期助
成制度」を創設した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び「通学定期助成制
度」等の割引制度を実施し利
用者が増加した。

A

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比104.6％
運送収入：前年比109.5％

※色麻線についてはIC未導
入路線であることから、サン
プル調査で輸送人員等を算
出しており、調査日の天候等
により年間の数値に大きな
差が生じ得ることに注意する
こと。

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・「通学定期助成制度」を含
む各種割引制度等の利用促
進策を継続実施する。

（株）ミヤコーバス

①高校新入生に対するバス
通学の周知
②通学フリーパスの実施
③運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も高校の登下校に合わせたダイヤ
調整及びＭＭを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・ＭＭによる利用促進を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び「せんだいバス
FREE＋」等の割引制度を実
施し利用者が増加した。

A

（株）ミヤコーバス

①JR、住民バス等とのダイ
ヤ調整、広報

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
令和７事業年度からの新規路線
【事業評価結果の反映状況】
同上

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のダイヤ調整について計画
どおり実施し、利用者数の維
持・増加に一定程度の効果
があったと考えられるが、運
賃値上げ等の複合的な要因
により輸送量は減少した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比95.3％
運送収入：前年比115.5％

・今後も通学等のニーズに合
わせたダイヤ調整や学生等
へのMM(バス利用呼びかけ）
を行う。
・割引制度等の利用促進策
を継続実施する。



別添１

①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.9　石巻免許センター線
（石巻駅前～日赤病院）

No.10　河南線
（石巻駅前～河南総合支
所）

No.11　石巻専修大学線
（石巻駅前～飯野川）

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比77.2％
運送収入：前年比120.3％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
数の維持・増加に一定程度
の効果があったと考えられる
が、輸送量は大幅に減少し
た。運賃値上げ等の影響や
主な利用者である石巻専修
大学生の減少についても影
響があったものと考えられる
が、学生数の減少幅を上回
る利用者減になったため、継
続して要因分析を実施する。

C

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比105.0％
運送収入：前年比119.5％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・主な利用層である高校生の減少等を背
景に目標を達成できなかった。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
・利用状況の分析を進める。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
数の維持・増加に一定程度
の効果があったと考えられる
が、運賃値上げ等の複合的
な要因により輸送量は減少
した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比95.8％
運送収入：前年比114.6％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
が増加した。

A



別添１

①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.12　河北線
（石巻あゆみ野駅～飯野
川）

No.13　鮎川線
（石巻駅前～鮎川港）

No.14　女川線
（石巻駅前～女川運動公
園）

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比109.5％
運送収入：前年比118.3％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
数の維持・増加に一定程度
の効果があったと考えられる
が、運賃値上げ等の複合的
な要因により輸送量は減少
した。

B

運行回数は計画通り、輸送
人員は前年比減少も、運送
収入は対前年度比増加。
輸送人員：前年比96.0％
運送収入：前年比113.5％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。
・乗降データの分析を行う。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・主な利用層である高校生の減少等を背
景に目標を達成できなかった。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
・今後も高校・大学の登下校に合わせたダ
イヤ調整及びMMを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
が増加した。

A

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・主な利用層である高校生の減少等を背
景に目標を達成できなかった。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
・今後も高校・大学の登下校に合わせたダ
イヤ調整及びMMを実施する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
が増加した。

A

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比102.6％
運送収入：前年比120.1％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。



別添１

①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.15　蛇田線
（いしのまき元気いちば～
あゆみ野駅南）

No.16　御崎線
（気仙沼市立病院～御崎）

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比104.2％
運送収入：前年比119.7％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
（追加）デマンド交通との連
携

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・引き続き、今後の路線のあり方につい
て、関係機関で協議する。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・オルレを目的とした観光客が当該路線を
利用しやすいよう自治体が運行するデマ
ンド交通との連携を図った。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMMについて計画どおり実
施し、利用者数の維持・増加
に一定程度の効果があった
と考えられるが、輸送量は大
幅に減少した。運賃値上げ
の影響や同区間を運行する
デマンド交通との関連につい
ても考慮しながら、継続して
要因分析を実施する。

C

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比減少。
輸送人員：前年比65.1％
運送収入：前年比82.4％

※御崎線についてはIC未導
入路線であることから、サン
プル調査で輸送人員等を算
出しており、調査日の天候等
により年間の数値に大きな
差が生じ得ることに注意する
こと。

【参考】気仙沼市で把握して
いる数値については、以下
のとおり。今年度の評価につ
いてはミヤコーバスから提出
された上記数値に基づき実
施する。
輸送人員：前年比93.3％
運送収入：前年比106.2％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。
・観光施策との連携（宮城オ
ルレ等）により、利用者の増
加を図る。

（株）ミヤコーバス

①沿線イベント時のバス利
用呼びかけ
②運転免許自主返納者に対
する割引の検討

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
・目標を達成した。
・今後も自治体と連携した各種取り組みを
継続し、バス利用の周知を図る。
【事業評価結果の反映状況】
・計画への反映の有無：有
・自治体と連携しMM（公共交通利用促進
デー）や各種引制度等を実施した。

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び割引制度につい
て計画どおり実施し、利用者
が増加した。

A
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①補助対象事業者等
②事業概要

改善事業の概要
③前回（２事業年度前）（又は類似事業）

の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

No.17　秋保（川崎）線
（仙台駅前～川崎）

運行回数は計画通り、輸送
人員・運送収入ともに対前年
度比増加。
輸送人員：前年比111.0％
運送収入：前年比141.9％

・今後も自治体と連携した取
り組み等を継続し、収支等改
善とバス利用の促進を図る。
・観光施策との連携（企画乗
車券の継続等）により、利用
者の増加を図る。

宮城交通(株)

①沿線イベント時にバス利用
呼びかけ
②通学フリーパスの実施

【前回（２事業年度前）の事業評価結果】
令和６事業年度からの新規路線
【事業評価結果の反映状況】
同上

A

計画通り適切に実施された。

生活利用者を取り込むため
のMM及び「せんだいバス
FREE＋」等の割引制度につ
いて計画どおり実施し、利用
者が増加した。
また、秋保地区の宿泊者数
が前年比で9.9%増加
（R6/R5）したことも、バス利
用者の増加を牽引したと考
えられる。

A



地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

地域間幹線系統については、通学・通勤・通院等の地域経済活動に必要な移動手段として、重要な役割を果たしてい
る。

一方で、モータリゼーションの進展や人口減少等を背景に、利用者数の減少や運転士不足といった地域間幹線系統を
取り巻く社会環境は増々厳しいものになっており、既にバス事業者の自助努力だけでは路線の維持が困難な状況にあ
る。

このため、地域間幹線系統を維持するためには、当事業における公的支援は必要不可欠であり、引き続き「まちづく
り」という観点から事業者だけでなく沿線自治体と共に、他の広域交通や幹線系統に接続されるフィーダー交通等との
連携を図りながら、サービス供給体制の安定化に向けて取組を推進していく必要がある。

別添１－２

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

令和8年1月30日

協議会名： 宮城県地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域公共交通確保維持事業
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